
　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　　消費税等の会計処理は税込み処理によっている。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

218,108,859 50,000 0 218,158,859

218,108,859 50,000 0 218,158,859

9,489,013 1,390,188 0 10,879,201

17,669,908 354 1,696,000 15,974,262

1,800,000 0 1,800,000 0

28,958,921 1,390,542 3,496,000 26,853,463

247,067,780 1,440,542 3,496,000 245,012,322

当期末残高
（うち基金からの

充当額）
（うち指定正味財産か

らの充当額）
（うち一般正味財産か

らの充当額）
（うち負債に対応

する額）

218,158,859 0 218,158,859 0 ―

218,158,859 0 218,158,859 0 ―

10,879,201 0 0 0 10,879,201

15,974,262 0 0 15,974,262 0

26,853,463 0 0 15,974,262 10,879,201

245,012,322 0 218,158,859 15,974,262 10,879,201

　　　　　　　（単位：円）

科目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高

　車両運搬具 1,800,000 60,000 1,740,000

　　合　　計 1,800,000 60,000 1,740,000

（４）引当金の計上基準

　　　満期保有目的の債権・・・償却原価法（定額法）によっている。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　該当なし

（３）固定資産の減価償却の方法

　　　定率法による減価償却を実施している。

　　　該当なし

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　　　退職給与引当金・・・期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

（５）リース取引の処理方法について

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

（６）消費税等の会計処理

３．会計方針の変更

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

財務諸表に対する注記

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

１．継続事業の前提に関する注記

　　　該当なし

２．重要な会計方針

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

（単位：円）

科　目

基本財産

  緑化基金特定預金

小　　計

特定資産

  退職給付引当預金

  事業積立預金

小　　計

合　　計

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

  車両運搬具更新費用積立金

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　　該当なし

科　目

基本財産

  緑化基金特定預金

小　　計

特定資産

  退職給付引当預金

  事業積立預金

小　　計

合　　計

６．担保に供している資産

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。



　　　（単位：円）

科目・債権 取扱店 帳簿価格 時　　価 評価損益

基本財産

30年004回千葉県債 千葉銀行 50,000,000 0

（貸借対照表上の区分：すべて一般正味財産）

補助金等の名称 交付者 当期増加額 当期減少額 当期末残高

みどりの少年団育成事業 千葉県 550,000 550,000 0

運営費緑化推進事業 千葉県 6,200,000 6,200,000 0

緑と水の森林ファンド事業 国土緑化推進機構 1,760,000 1,760,000 0

緑化協力金 ゴルフ緑化促進会 1,798,000 1,579,200 218,800

林業労働力確保支援センター事業 千葉県 6,137,238 6,137,238 0

　3,238,945 円 2,834,951 円

 円  円

 円  円

　3,238,945 円 2,834,951 円

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

　　　該当なし

９．保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

１１．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

　　　該当なし

収益事業等については該当なし

１２．基金及び代替基金の増減額及びその残高

　　　該当なし

１３．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　　該当なし

１４．関連当事者との取引の内容

　　　該当なし

１５．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

（１）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

前期末 当期末

現金及び現金同等物 現金及び現金同等物

１７．その他

１６．重要な後発事象

　　　該当なし

（２）重要な非資金取引は、以下のとおりである。

　　　該当なし

現金預金勘定 現金預金勘定

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 預入期間が３ヶ月を超える定期預金

公社債投資信託等振替額 公社債投資信託等振替額


